
 

■申込・参加要領  ： 当会ホームページからお申込みください。ＦＡＸ、または下記担当者宛 E-mail からもお申込み頂けます。 
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※お申し込み後のキャンセルはお受け致しかねますので、ご都合が悪くなった場合、代理出席をお願いします。 
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開催にあたって 

10 月公表の規則案の内容も早速織り込み済み！ 

カリフォルニア州消費者プライバシー法の影響範囲の確定と施行までの実務対応 

 

 ２０１９年 １０月 ３１日（木） １３：３０～１６：３０ 

 

 

１ 自社・グループ会社への影響範囲を知る 

（１）CCPAのスコープに含まれる「business」の範囲 

（２）適用除外規定 

（３）日系企業が適用スコープに含まれ得るケース別の解説 
 

２ CCPAの内容の解説 

（１）Privacy Policyに記載すべき事項 

（２）重要概念である「Sale」の意義 

（３）サービスプロバイダーの意義とデータ処理契約 

（４）データ主体に与えられている権利 

（５）執行リスク、クラスアクションリスクへの対応 
 

３ CCPA対応の To Do と施行までの作業手順 

（１）CCPAに準拠した Privacy Policyの作成 

（２）CCPAを遵守するための態勢整備 

（３）データ共有の際の対応 

（４）サービスプロバイダーとの間のデータ処理契約の締結 

（５）データ主体による権利行使への対応 
 

４ 他州の動き、連邦レベルでのプライバシー法制の概要 
 

※最少催行人数に満たない場合、開催中止となる場合がございます。 

～個人情報の定義と域外適用のスコープが広く、かつ、クラスアクション 

による多額の損害賠償リスクが日本企業にも直撃！？～ 

 

企業研究会セミナールーム（東京・麹町） 
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税込・資料代含 

 

カリフォルニア州消費者プライバシー法（CCPA）は、個人情報の定義と域外適用のスコープが広く、かつ、 
クラスアクションによる多額の損害賠償リスクが新たに生じるため、多くの日本企業にとってグループレベルでの
対応が必須といえます。 
 本セミナーでは、10月公表の規則案の内容も織り込んだ上で、実務に使えるレベルでポイントを押さえる形
で CCPAの内容を説明し、具体的な作業手順を示します。 
 

西村あさひ法律事務所 パートナー弁護士 石川 智也 氏 

【略 歴 】 2006 年弁護士登録。2015 年バージニア大学ロースクール卒業(LL.M.)、2016 年ミュンヘン知
的財産法センター卒業(LL.M.)、Noerr 法律事務所ミュンヘンオフィスに出向、2017 年ニューヨーク州弁護
士登録。コーポレート、M&A、IP とデータの保護と利活用に関する法制度を専門とし、グローバルでのデー
タ規制への対応について多くの日本企業にアドバイスを提供。欧州での M&A も手掛ける。 
 

３５，２００円（本体価格 ３２，０００円） 
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